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◎　一般会計・特別会計 （単位：千円）

◎　企業会計 （単位：千円）

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考

1 水道事業会計 595,382 △ 100,151 495,231

6,390,4176,245,243

① 下水道特別会計 2,381,409 △ 55,350 2,326,059

国民健康保険特別会計

③ 後期高齢者医療特別会計 514,299 △ 14,673 499,626

平成28年度　小城市一般会計・特別会計補正予算総括表

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考

22,388,467 △ 72,735 22,315,732１ 一般会計

２ 特別会計 9,176,661 75,151 9,251,812

2 病院事業会計 1,413,217 684

145,174②

1,413,901
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議案第８号　小城市一般会計補正予算（第７号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

△ 72,735 △ 72,735

389,499

市 債 160,000 1,866,600

合　　　　　計 22,388,467100.0

1,528,260 1,663 1,529,923 6.9

1.7諸 収 入 376,630 12,869

1,706,600

22,315,732

8.4

145,429繰 越 金 145,429

△ 168,903 403,380

県 支 出 金 2,256,985 △ 166,990 43,873

100.022,315,732

0.7

財 産 収 入 177,735 4,451 182,186 0.8

1.8繰 入 金 572,283

合 計 22,388,467

寄 附 金

1 1 0.0

43,873 0.2

使 用 料 及 び 手 数 料 182,318 △ 725 181,593 0.8 公 債 費 2,665,886 2,665,886 11.9

96,790 3,036,427 13.6 諸 支 出 金国 庫 支 出 金 2,939,637

2,089,995 9.4 予 備 費

13.8

分 担 金 及 び 負 担 金 324,843 △ 11,890 312,953 1.4 災 害 復 旧 費 191,351 △ 19,566 171,785 0.8

交通安全対策特別交付金 8,800 8,800 0.0 教 育 費 2,780,186 303,616 3,083,802

9.7

地 方 交 付 税 7,057,712 7,057,712 31.6 消 防 費 771,941 △ 11,124 760,817 3.4

地 方 特 例 交 付 金 23,340 23,340 0.1 土 木 費 2,272,140 △ 113,990 2,158,150

7.6

自動車取得税交付金 15,283 15,283 0.1 商 工 費 268,477 △ 5,399 263,078 1.2

地 方 消 費 税 交 付 金 675,972 675,972 3.0 農林水産業費 1,900,064 △ 211,731 1,688,333

10.3

株式等譲渡所得割交付金 17,930 17,930 0.1 労 働 費 10,182 10,182 0.0

配 当 割 交 付 金 22,595 22,595 0.1 衛 生 費 2,297,141 △ 8,634 2,288,507

11.0

利 子 割 交 付 金 6,646 6,646 0.0 民 生 費 6,485,192 10,219 6,495,411 29.1

地 方 譲 与 税 144,300 144,300 0.6 総 務 費 2,472,507 △ 13,426 2,459,081

平成28年度　第７号補正後予算総額　　22,315,732千円　

合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

1.0市 税 4,205,169 4,205,169

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ7,273万5千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ223億1,573万2千円とするものです。

　歳入の主なものは、財産収入、寄附金、諸収入、市債及び学校施設環境改善交付金（牛津小学

校）等に伴う国庫支出金を追加し、分担金及び負担金、使用料及び手数料のほか、県支出金は各種

事業に伴い減額し、財源調整として財政調整基金繰入金を減額するものです。

　歳出の主なものは、「経済対策分臨時福祉給付金事業」の追加、「子どもための保育給付等事

業」「国県営土地改良対策事業」「小学校施設大規模改造事業」などの経費を増額するとともに各

種事業の決算見込みにより減額するものです。

18.8 議 会 費 229,526 △ 2,700 226,826

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額
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議案第９号　小城市下水道特別会計補正予算（第４号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

合 計 2,381,409 △ 55,350 2,326,059 100.0 合　　　　　計 2,381,409 △ 55,350 2,326,059 100.0

市 債 623,900 △ 31,100 592,800 25.5

諸 収 入 27,523 27,523 1.2

繰 越 金 59,309 59,309 2.5

0.4

国 庫 支 出 金 516,799 △ 1,974 514,825 22.1 公 債 費 729,087 △ 4,000 725,087

繰 入 金 895,075 △ 39,091 855,984 36.8

財 産 収 入 745 745 0.0

65.2

使 用 料 及 び 手 数 料 194,507 7,487 201,994 8.7 集団整備事業費 80,925 △ 5,396 75,529 3.2

分 担 金 及 び 負 担 金 36,389 10,588 46,977 2.0 下 水 道 費 1,561,397 △ 45,954 1,515,443

31.2

県 支 出 金 27,162 △ 1,260 25,902 1.1

平成28年度　第４号補正後予算総額　2,326,059千円　

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ5,535万円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ23億2,605万9千円とするものです。

 歳入の主な内容は、分担金及び負担金並びに使用料を実績により追加し、国庫支出金及び市債を

減額するものです。

　歳出の主な内容は、国庫支出金の減額に伴う事業費、実績に伴う施設管理費の減額をするもので

す。

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

予 備 費 10,000 10,000
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議案第10号　小城市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

合 計 6,245,243 145,174 6,390,417 100.0 合　　　　　計 6,245,243 145,174 6,390,417 100.0

0.2

繰 上 充 用 金 376,831 376,831 5.9

予 備 費 10,000 10,000

0.0

諸 収 入 8,978 8,978 0.1 諸 支 出 金 8,626 25,838 34,464 0.5

繰 越 金 0 0 0.0 公 債 費 103 103

23.2

繰 入 金 544,437 △ 4,721 539,716 8.4 保 健 事 業 費 31,603 △ 2,795 28,808 0.5

共 同 事 業 交 付 金 1,598,770 1,598,770 25.0 共同事業拠出金 1,464,715 14,758 1,479,473

0.0

県 支 出 金 272,665 1,522 274,187 4.3 介 護 納 付 金 228,943 △ 24,157 204,786 3.2

前 期 高 齢 者 交 付 金 1,208,925 1,208,925 18.9 老人保健拠出金 31 31

8.2

療養給付費等交付金 153,039 46,070 199,109 3.1
前期高齢者納
付 金 等

371 3 374 0.0

国 庫 支 出 金 1,424,419 102,303 1,526,722 23.9
後期高齢者支
援 金 等

521,231 521,231

0.3

使 用 料 及 び 手 数 料 800 800 0.0 保 険 給 付 費 3,580,206 133,175 3,713,381 58.1

国 民 健 康 保 険 税 1,033,210 1,033,210 16.2 総 務 費 22,583 △ 1,648 20,935

平成28年度　第４号補正後予算総額　6,390,417千円　

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1億4,517万4千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ63億9,041万7千円とするものです。

　歳入の主な内容は、療養給付費等国庫負担金及び過年度精算分の療養給付費等交付金を追加し、

繰入金を減額するものです。

　歳出の主な内容は、一般保険者に係る療養給付費、療養費及び高額療養費のほか、過年度事業の

精算に伴う国庫負担金を返還するため諸支出金を追加し、介護納付金を減額するものです。

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比
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議案第11号　小城市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

合　　　　　計 514,299 △ 14,673 499,626 100.0 合　　　　　計 514,299 △ 14,673 499,626 100.0

諸 収 入 2,401 350 2,751 0.6

8,205 8,205 1.6 予 備 費 200 200 0.0

繰 入 金 158,594 △ 1,664 156,930 31.4 諸 支 出 金 2,350 350 2,700

0.3

使 用 料 及 び 手 数 料 150 △ 70 80 0.0
後期高齢者医療
広域連合納付金

510,152 △ 14,862 495,290 99.1

後期高齢者医療保険料 344,949 △ 13,289 331,660 66.4 総 務 費 1,597 △ 161 1,436

0.5

繰 越 金

歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

平成28年度　第２号補正後予算総額　499,626千円　

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ1,467万3千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ4億9,962万6千円とするものです。

　歳入の主な内容は、後期高齢者医療保険料及び一般会計繰入金を減額するものです。

　歳出の主な内容は、佐賀県後期高齢者医療保険料広域連合納付金を減額するものです。

歳 入

- 5 -



議案第12号　小城市水道事業会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

　負担金返還
　金

差 引 0 0 0 差 引 △ 104,084 205,627 101,543

0.0

601 601 0.6

　予備費 24,849 3,164 28,013 9.5
　投資有価証
  券購入費

200,000 △ 200,000 0

53.1

　営業外費用 23,017 703 23,720 8.1
　企業債償還
  金

46,059 46,059 46.3

　営業費用 242,471 66 242,537 82.4 　建設改良費 58,385 △ 5,627 52,758

◇水道事業費 290,337 3,933 294,270 100.0 ◇資本的支出 305,045 △ 205,627 99,418 100.0

0.5

　特別利益 40 40 0.0
 固定資産売
 却代金

199,960 199,960 99.5

　営業外収益 7,099 3,259 10,358 3.5 　負担金 1,000 1,000

100.0

　営業収益 283,198 674 283,872 96.5 　出資金 1 1 0.0

◇水道事業収益 290,337 3,933 294,270 100.0 ◇資本的収入 200,961 0 200,961

平成28年度　第３号補正後予算規模　495,231千円　

　収益的収支については、総額にそれぞれ393万3千円を追加し、総額を2億9,427万円とするもので

す。

　また、資本的収支については、資本的支出から2億562万7千円を減額し、補正後の予算規模を4億

9,523万1千円とするものです。

　収益的収支の補正の主な内容は、収入では、新規加入金等の増、支出では減価償却費、消費税及

び地方消費税の増、予備費の増は収支の調整を行うものです。

　資本的収支の補正の主な内容は、満期を迎えた地方債の買替を予定しておりましたが、金利の低

下により定期預金での運用とするため、投資有価証券購入費を減額するものです。

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比
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議案第13号　小城市病院事業会計補正予算（第３号）

（単位：千円）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

差 引 39,026 △ 817 38,209 差 引 △ 74,462 0 △ 74,462

　予備費 1,000 1,000 0.1

14.5

　特別損失 0 0 0.0 　予備費 1,000 1,000 0.9

　医業外費用 13,058 13,058 1.0 　企業債償還金 16,414 16,414

100.0

　医業費用 1,246,739 1,501 1,248,240 98.9 　建設改良費 95,980 95,980 84.6

◇病院事業費用 1,260,797 1,501 1,262,298 100.0 ◇資本的支出 113,394 0 113,394

0.0

　出資金 27,989 27,989 71.9

　医業外収益 97,072 25,550 122,622 9.4 　補助金 1 1

100.0

　医業収益 1,202,751 △ 24,866 1,177,885 90.6 　負担金 10,942 10,942 28.1

◇病院事業収益 1,299,823 684 1,300,507 100.0 ◇資本的収入 38,932 0 38,932

平成28年度　第３号補正後予算規模　1,413,901千円　

　病院事業収入総額に68万4千円、病院事業費用総額に150万1千円をそれぞれ追加し、病院事業収

益を総額13億50万7千円、病院事業費用を総額12億6,229万8千円とするものです。

　補正の主な内容として、収益的収入については、医業収益のうち他会計負担金、医業外収益のう

ち一般会計負担金については組み換えによるもので額の差引の増減はありません。また、医業外収

益のうち補助金については額の確定による増額、長期前受金戻入についても額の確定による減額で

す。収益的支出については、医業費用のうち研究研修費の増額、減価償却費の減額によるもので

す。

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比
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□ ☑

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　

　

担当部課 総務部　企画政策課 施策名

新規事業 既存事業

事務事業名 災害支援に係るふるさと納税事業 総
合
計
画
体
系

政策名

法令根拠 災害支援に係るふるさと納税事業実施要綱

事業期間

ふるさと納税推進事業 基本事業名
一般 2 1 7 885

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　平成28年４月14日以降に発生した地震(平成28年熊本地震)に伴い、被害が激甚である被災自治体のふるさと納税（寄
附）受付事務を小城市が代行することにより、被災自治体の事務負担を軽減するとともに支援を行う。

【内容】
　ふるさと納税ポータルサイトの災害支援フォームを利用し、被災自治体に代わり小城市がふるさと納税受付事務等を行う。
熊本城修復再建等も含めた災害復旧、復興事業等、支援が必要な熊本市へ寄附金の全額を贈る。
　なお、本事業に伴う寄附者へのお礼の品は贈らない。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 195 一般財源

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

寄附金

事　業　費 0 0 13,060 0 0 0 事業費計

その他 12,865

合　　計

2,765 2,765

　災害支援としてのふるさと納税（寄附金）が、平成28年12月末日で当初目標額の10,000千円を超え、12,765千円となった
ため、2,765千円を増額し、寄附額を確定する。
　また、ふるさと納税ポータルサイト運営会社より災害支援自治体へ運営費として100千円寄附があったため、その全額を本
事業の事務費に充当する。

合　　計

2,865 △ 100 2,765

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 6 社会保障の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 （新規）経済対策分臨時福祉給付金支給事業 総
合
計
画
体
系

政策名 3

法令根拠
臨時福祉給付金（経済対策分）支給事業実施要綱、小城市臨時福祉給付金（経済対策分）支給事業実施
要綱（予定）

事業期間

（新規）経済対策分臨時福
祉給付金支給事業

基本事業名 3 低所得者福祉の推進
一般 3 1 1 1346

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　平成26年４月の消費税率の引上げに伴い、低所得者の家計への影響を緩和し、消費の下支えを図るため、臨時福祉給
付金（経済対策分）を支給する。
　この給付金は、平成26年度、平成27年度、平成28年度とそれぞれ実施してきたものであるが、今回は消費税率引上げ
（８％→10％）が２年半延長されたことを踏まえ、経済対策の一環として、社会全体の所得の底上げに寄与するため、平成
29年４月から平成31年９月までの２年半分を一括して支給するものである。
　

【内容】
○支給対象者　 平成28年１月１日現在で、住民基本台帳に記録されている者のうち、市民税（均等割）が課税
　　　　　　　　　　 されていない者で、以下を除く。（市民税は、平成28年度課税分）
　　　　　　　　　　 　①市民税（均等割）課税者の扶養親族
　　　　　　　　　　　 ②生活保護制度の被保護者
　　　　　　　　　　対象者見込数　6,922人(平成27年度実績に基づく)
○支給額　  一人につき 15千円
○基準日　  平成28年１月１日
○事業費の負担割合　  国 10/10

　※国の臨時福祉給付金（経済対策分）支給事業で、平成29年度に繰り越して実施する。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 109,324

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

6

0

一般財源 一般財源

2,359 746 103,830 109,330

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

職員手当等 共済費 賃金 需用費 役務費 委託料
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 0 109,330 0 0 事業費計

その他

事業費は、平成29年度に全額（109,330千円）を繰り越す

合　　計

109,324 6 109,330

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

225 17 1,536 617

－　9　－



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　
・会議等報償費を含め、医師会に委託し事業開始したため、報償費・役務費が不用になり減額
・委託料に関しては、年間分の予算計上であったが、委託開始が年度途中であったことと、「市民公開講座」の開催
　が、市単独開催でなかったことによる委託料の減額

合　　計

△ 1,427 △ 1,427

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

△ 870 △ 138 △ 419 △ 1,427

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

報償費 役務費 委託料

事　業　費 0 0 4,067 4,700 4,700 4,700 事業費計

その他 4,066 4,700 4,700

0

一般財源 1 一般財源

地方債 地方債

(実績) (実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標)

4,700 その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、
地域の医療・介護関係機関が連携して、在宅医療・介護を提供することができる体制の構築を推進する。

【内容】
　平成27年４月の介護保険法改正に伴い、在宅医療・介護連携体制を構築するため以下の項目に取り組む。

（1）地域の医療・介護サービス資源の把握…医療機関のリスト・マップ化等
（2）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討…医療・介護関係者等が参画する会議の開催等
（3）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進
（4）医療・介護関係者の情報共有の支援…情報共有シート、地域連携パス等の活用により情報共有を支援する
（5）在宅医療・介護連携に関する相談支援…コーディネーターの配置等による、相談窓口の設置・運営
（6）医療・介護関係者の研修…多職種連携による研修会の開催
（7）地域住民への普及啓発…在宅医療に関する市民公開講座の開催、パンフレットの作成・配布等
（8）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携…中部広域連合を中心に情報共有、課題整理等実施

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 介護保険法

事業期間
平成28

在宅医療・介護連携推進
事業

基本事業名 2 地域支援事業の実施
一般 3 1 2 1055

予算科目
会計 款 項 目 事業

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　高齢障がい支援課 施策名 4 高齢者福祉・介護の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 在宅医療・介護連携推進事業 総
合
計
画
体
系

政策名 3

－　10　－



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　
・嘱託職員の報酬額の変更による減額
・生活支援等サービスの担い手（ボランティア）の養成講座開催までに至らなかったため減額

合　　計

△ 918 △ 918

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

△ 287 △ 103 △ 200 △ 328 △ 918

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

報酬 共済費 報償費 委託料

事　業　費 0 0 3,079 4,000 4,001 4,001 事業費計

その他 3,079 3,999 4,000

0

一般財源 1 1 1 一般財源

地方債 地方債

(実績) (実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標)

4,000 その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　地域における生活支援サービスを担う多様な事業主体間の連携・協働による取組み等、地域の支え合いの体制の構築を
行う。

【内容】
　平成27年４月の介護保険法改正に伴い、生活支援体制の構築のために以下の項目に取り組む。

(1)市町の区域を第１層とし、平成28年度内を目途に協議体を立ち上げる。また、第1層において生活コーディネーター
　を配置する。
　※協議体とは…多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働の強化の場とし、地域の特性に応じた資
　　　　　　　　　　　源開発等を推進する役割を持つもの。

(2)地域ニーズ、既存の地域資源の把握等のための実態調査の実施や地域資源マップの作成。

(3)生活支援等サービスの担い手（ボランティア）の養成等を行う。

(4)第２層（地域包括支援センター）における生活支援コーディネーターの配置や役割等を検討する。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 介護保険法

事業期間
平成28

生活支援体制整備事業 基本事業名 2 地域支援事業の実施
一般 3 1 2 1056

予算科目
会計 款 項 目 事業

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　高齢障がい支援課 施策名 4 高齢者福祉・介護の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 生活支援体制整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 3
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

　

【補正内容】　
・認知症初期集中支援チームの発足が遅れ、活動までには至らなかったため減額
・認知症カフェ・サロンが、年度内での開催に至らなかったため減額

合　　計

△ 2,524 △ 2,524

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

△ 320 △ 56 △ 452 △ 80 △ 267 △ 115 △ 1,234 △ 2,524

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

報酬 共済費 報償費 旅費 需用費 役務費 委託料

事　業　費 0 0 2,878 5,669 5,672 5,672 事業費計

その他 2,877 5,667 5,670

0

一般財源 1 2 2 2 一般財源

地方債 地方債

(実績) (実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標)

5,670 その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　認知症の人ができる限り住み慣れた良い環境で暮らし続けることができるよう、認知症の人とその家族を支援する相談体
制の推進や早期診断・早期対応に向けた支援体制の整備を行う。

【内容】
　平成27年４月の介護保険法改正に伴い、認知症の人とその家族を支援するため以下の項目に取り組む。

（1）認知症初期集中支援推進事業（認知症初期集中支援チームを配置する）
　
（2）認知症地域支援・ケア向上事業（認知症地域支援推進員を配置する）
　推進員を中心とし、①認知症の人とその家族を支援する相談支援や支援体制を構築するための取組み、②認知症
　疾患医療センターを含む医療機関や介護サービス事業者、認知症サポーターなど地域において認知症の人を支
　援する関係者の連携を図る取組みなどの検討及び体制づくりを行う。
　
（3）日常圏域（北部・南部）における認知症地域支援推進員の配置や役割等を検討する。

　※認知症初期集中支援チームとは…医療・介護の専門職が家族の相談等により認知症が疑われる人や認知症の
　　人及びその家族を訪問し、必要な医療や介護の導入・調整や家族支援などの初期の支援を包括的、集中的に行
　　い、自立生活のサポートを行うチーム
　※認知症地域支援推進員とは…認知症の人とその家族を支援する相談業務等を行う専任の連携支援・相談員

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 介護保険法

事業期間
平成28

認知症施策推進事業 基本事業名 2 地域支援事業の実施
一般 3 1 2 1057

予算科目
会計 款 項 目 事業

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　高齢障がい支援課 施策名 4 高齢者福祉・介護の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 認知症施策推進事業 総
合
計
画
体
系

政策名 3
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

【補正内容】　

　

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 強い農業づくり交付金事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 小城市産地パワーアップ事業費補助金交付要綱、小城市経営体育成支援事業費補助金交付要綱

事業期間
平成21

強い農業づくり交付金事
業

基本事業名 1 農業生産基盤の充実
一般 6 1 4 1048

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　総合的な強い農業づくりを推進するため、農畜産物の高品質・高付加価値化、低コスト化、売上高の拡大及び食品流通
の効率化・合理化等の農業生産基盤を充実させる取組みを総合的に支援する。

【内容】
産地パワーアップ事業
　小城・牛津地区の共同乾燥施設を再編統合し、経費の低コスト化と地域農業の振興を図る。
　小城・牛津地区共同乾燥施設再編新築工事（事業実施主体は佐賀県農業協同組合）
　受益地区：小城町・牛津町地区　建設場所：旧小城地区共同乾燥施設
　
経営体育成支援事業（担い手確保・経営強化支援事業）
　国の平成28年２次補正よる財源を活用し、力強く持続可能な農業構造を実現し、経営発展を促進するため、売上高の拡
大や経営コストの縮減などに意欲ある農業者の農業用機械・施設等の導入を支援する。
　乾燥調製機器一式、籾殻庫（事業実施主体は認定農業者、認定新規就農者、集落営農組織）

（事業費の負担割合）
　国 1/2　事業実施主体 1/2　（財源は、国庫補助金であるが県を経由し県補助金として支出される）

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金10,464 600,362

地方債 地方債

6,155

0

一般財源 1 一般財源

△ 135,974

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 16,620 600,362 0 0 事業費計

その他

平成28年度事業費は、平成29年度への繰越予定額600,362千円を含まない

・産地パワーアップ事業が佐賀県農業協同組合による工事等の入札結果事業費が確定したことによる、国の補助金額の変
更。また、地元との調整に時間を要し、造成工事の工期に遅れが生じたことによる工期の延長（平成29年度に繰り越す）

　当初計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変更後
　　事業費　1,493,600千円(税抜)　　　　　　　　 　　事業費　1,221,014千円（税抜）
　　補助金     746,800千円           　 ⇒ 　    　　　補助金　　610,826千円

合　　計

△ 135,974 △ 135,974

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

△ 135,974

13



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 2 水産業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 海苔養殖漁場環境改善緊急対策事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 小城市海苔養殖漁場環境改善緊急対策事業費補助金交付要綱

事業期間
平成25

海苔養殖漁場環境改善緊
急対策事業

基本事業名 3
生産性の向上、経営の安
定化一般 6 3 2 1020

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　有明海の栄養塩不足により海苔の色落ち被害が発生している。海苔養殖漁場環境を緊急に改善するために行われる栄
養塩の施肥に要する経費に対して、市が一部を助成することで海苔養殖者の経営の安定化を図る。

【内容】
　栄養塩低下改善のために必要な資材の購入費用に対し、補助金を交付する。
　※栄養塩が ７μg-at/L（マイクログラムアトムパーリットル）以上あれば海苔の色落ちはないと言われている。
　　 平成29年１月27日の調査では、有明海の海況は、1.1～0.5μg-at/Lの状況。

【事業費の補助率】
　・補助率　　　　対象事業費の15％以内
　・対象事業費　11,052千円

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 840 1,658 一般財源

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 840 0 1,658 0 0 0 事業費計

その他

合　　計

1,658 1,658

 硝安　3,432袋（25ｋｇ/袋）を散布

 散布面積　602.3ha

合　　計

1,658 1,658

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

【補正内容】　

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 農業基盤整備促進事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 農業基盤整備促進事業実施要綱、農業基盤整備促進事業実施要領

事業期間
平成25 平成33

農業基盤整備促進事業 基本事業名 1 農業生産基盤の充実
一般 6 1 11 1004

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　生産効率を高める競争力のある「攻めの農業」を実現するためには、農地の大区画化・汎用化等の基盤整備により、担い
手への農地集積を加速化し農業の構造改革を推進することが不可欠である。また、戦後急速に整備された農業水利施設
については、今後、耐用年数を迎える施設が急激に増加することから、適切な保全管理が求められている。
　このため、農地・農業水利施設等の整備を地域の実情に応じて実施し、農業競争力の強化を図るため、農業基盤を整備
する。

【内容】
　【小城第２】　暗渠排水整備
　　　　　　　　　区　　　域　　小城町　牛津町
　　　　　　　　　整備面積　　A=440ha　（国庫補助対象　A=400ha）
　　　　　　　　　期　　　間　　平成25年度～平成33年度
　　　　　　　　　定額補助　　10ａ当り　150千円
　　　　　　　　　受益者負担　　暗渠排水 100ｍ（概ね10ａ）当り 15千円
　
　【小城第３】　前満江水路・下右原パイプライン・東小松水路・北浦ため池承水路・原田水路
　　　　　　　　　期　　　間　　平成27年度～平成31年度
　　　　　　　　　小城第３は定率補助　国 50％　  受益者負担　水路 5%　パイプライン 20%

　

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

77,600 70,175
財
源
内
訳

国庫支出金 715,850

県支出金

国庫支出金 145,420 101,700 47,140 97,035

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標)

7,942 その他 83,130

県支出金

地方債 地方債

5,663 7,507 8,685

1,100,349

一般財源 8,556 8,623 25,937 76,255 49,713 43,031 一般財源 301,369

△ 42,239

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料 工事請負費

事　業　費 172,365 128,216 78,740 180,797 135,998 121,148 事業費計

その他 18,389 17,893

平成28年度事業費は、平成29年度への繰越予定額20,620千円を含まない

【小城第2】暗渠排水工事 　　　A=63.0ｈａ　  　⇒　　　A=35.79ha　　　   27.21ha減
【小城第3】前満江水路工事　　L=94.6ｍ　　　 ⇒　　　L=159.1ｍ　 　　    64.5ｍ増
　　　　　　　うち前満江水路工事（L=159.1ｍ）は事業費 20,620千円（国費 9,210千円、市費 11,410千円）をH29年
              度へ繰り越す

合　　計

△ 43,700 △ 4,092 5,553 △ 42,239

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

△ 268 △ 41,971
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

【補正内容】　

平成28年度事業費は、平成27年度からの繰越額95,805千円を含み、平成29年度
への繰越予定額205,776千円を含まない

県央に光る交通拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 3 住宅環境の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 市営住宅建替事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 公営住宅法、小城市営住宅条例

事業期間
平成24 平成30

市営住宅建替事業 基本事業名 2 市営住宅の適正管理
一般 8 6 2 853

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　牛津地区市営住宅(友田団地、天満町団地、柿樋瀬団地、駅南団地の４団地79戸)は、昭和41年から47年に建設され、耐
用年限も経過しており、居住水準の低下、地域防災面での問題や設備の老朽化等様々な問題があり、建替が必要である。
　また、天満町団地及び柿樋瀬団地の敷地については、現在、私有地を借上げ、他の２団地についても、敷地が狭いた
め、新規に建替を行う。

【内容】
　牛津駅南地区に敷地を購入し、鉄筋コンクリート造、４階建の住宅80戸を建設する。

(工事の概要）
　整備予定住宅　鉄筋コンクリート造　４階建　２棟(80戸)

　H25年度　用地測量、地質調査、建物基本設計、用地取得等
　H26年度　建物実施設計、敷地造成工事、家屋事前調査
　H27年度　１号棟建設工事
　H28年度　２号棟建設工事、既存住戸解体工事（柿樋瀬団地、牛津駅南団地）、外構１期工事
　H29年度　２号棟建設工事、外構２期工事、集会場建設工事
　H30年度　既存住戸解体工事（天満町団地、友田団地）

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

27,180
財
源
内
訳

国庫支出金 836,985

県支出金

国庫支出金 21,516 192,880 62,799 417,844

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標)

その他 8,308

県支出金

地方債 12,000 312,000 157,300 380,400 3,000 地方債 981,800

1,961,714

一般財源 19,211 11,700 33,386 9,762 56,542 一般財源 134,621

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

工事請負費
補償、補填
及び賠償金

事　業　費 52,727 516,580 253,485 816,314 86,722 0 事業費計

その他 8,308

合　　計

△ 37,000 △ 1,142 △ 38,142

国庫支出金の追加内示及び入札減

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

合　　計

10,534 △ 54,300 5,624 △ 38,142

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【大学誘致周辺環境整備事業の個別事業の計画】

※

【補正内容】

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課
調整担当課　まちづくり推進課 （関係課：建設課、商
工観光課、教育総務課、生涯学習課、文化課）

施策名 2 市街地の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 大学誘致周辺環境整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠
都市再生特別措置法、小城市都市計画マスタープラン、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例、
小学校設置基準　など

事業期間
平成28 平成29

下記のとおり 基本事業名 2 市街地の計画的整備
一般

予算科目
会計 款 項 目 事業

小城公園
駐車場

桜岡小・
鯖岡線

事務事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

平成28年度(見込み） 平成29年度(計画）

商工観光
課

建設課
教育総務

課
生涯学習

課
計

商工観光
課

建設課
教育総務

課
文化課

計
小城公園
駐車場

桜岡小
プ-ル改築

旧桜岡支
館解体

桜岡小・
鯖岡線

12,500 7,000

県支出金

15,500 4,200

そ の 他

地 方 債 3,400 1,600 7,900 18,000 39,20030,900

事　業　費 7,733 3,600 21,081 18,958

一般財源 777 272 711 958
51,372 44,433 16,100 17,192 12,003 89,728

18,737 1,050 902 1,803 22,4922,718

財
源
内
訳

国庫支出金 17,754 28,036

31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

財
源
内
訳

国庫支出金 45,790

県支出金 県支出金

地方債 30,900 39,200 地方債 70,100

その他 その他

一般財源 2,718 22,492 一般財源 25,210

事業費計 141,100

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 0 0 51,372 89,728 0

合　　計

△ 6,955

小城公園駐車場整備事業の平成28年度事業費は、平成29年度への繰越予定額
9,667千円を含まない

桜岡小学校プール改築事業：市道工事との調整により、学校側擁壁・フェンス等設置工事の減額
　（減額分は平成29年度施工予定）（工事請負費△6,955千円）当初28,036千円→補正後21,081千円

△ 6,955

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

△ 2,418 △ 7,100 2,563 △ 6,955

0

【目的】
　西九州大学地域看護学部(仮称)の開学（H30.４月予定）に伴い、都市機能の充実を図るため、大学建設予定地の周辺環
境 (道路･公園駐車場･藩邸石橋等)整備を行う。

【内容】
（平成28年度）　[事務事業名]
　小城公園駐車場整備事業
　市道桜岡小学校・鯖岡線改良事業
　桜岡小学校プール改築事業
　旧桜岡支館解体事業
（平成29年度）　[事務事業名]
　小城公園駐車場整備事業
　市道桜岡小学校・鯖岡線改良事業
　桜岡小学校プール改築事業
　藩邸石橋保存・修景整備事業

　　[予算科目]
／　款７・項１・目４・事業101     小城公園維持管理費
／　款８・項２・目３・事業1053 　社会資本整備総合交付金事業（都市再生）
／　款10・項２・目３・事業1013　桜岡小学校プ-ル改築事業
／  款10・項５・目２・事業215　  小城公民館費
　　[予算科目]
／　款７・項１・目４・事業1306   小城公園駐車場整備事業
／　款８・項２・目３・事業1053　 社会資本整備総合交付金事業（都市再生）
／　款10・項２・目３・事業1013　桜岡小学校プ-ル改築事業
／  款10・項５・目５・事業1320　（新規）藩邸石橋保存・修景整備事業

13,196 8,050 790 6,000 28,036

桜岡小
プ-ル改築

藩邸石橋

財
源
内
訳

国庫支出金 3,556 1,728 12,470 17,754
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【奨励金の種類等／住宅の要件：１戸建て住宅（専住50㎡以上、併住1/2以上かつ50㎡以上）かつ取得価格3,000千円以上】

※1 子育て世帯加算金 転入する中学生以下の子　100千円／人（ただし、限度額 200千円とする）

※2 三世代同居加算金 親、子、孫等の三世代同居の場合は、親が市内に在住し、子、孫等（中学生以下）が新たに同居する世帯

※3 特定地域加算金 三里小学校区、砥川小学校区及び芦刈小学校区の区域に住宅を取得する場合

【補正内容】　

事務事業名 移住・定住対策事業 政策名

新規事業

担当部課

既存事業

建設部　まちづくり推進課 施策名

地方債

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 6,501 18,000

県支出金

8,157 24,645 24,645 24,645

　
　【目的】
　　人口減少対策及び地域の活性化を図るため、子育て世代等の移住・定住を促進する。

　【内容】
　○移住・定住希望者からの相談対応
　　　・移住・定住相談者からの問い合わせに対する相談対応
　○情報発信、PR活動の充実
　　　・移住・定住ホームページの充実、定住施策等を集約した「定住ガイドブック」の作成・配付、東京都市圏での
        移住・定住イベント・現地相談会への参加、福岡都市圏向けの移住・定住促進の広報活動等
　○定住促進住宅取得奨励金（平成28年７月１日から実施）

（単位：千円）

住宅の区分 交付対象者 定額
加算

限度額
子育て世帯 ※1

法令根拠 小城市定住促進住宅取得奨励金交付要綱

事業期間
平成28 平成32

事務事業の概要（目的、内容等）

三世代同居 ※2 市内業者施工 特定地域 ※3

3

県央に光る交流拠点のま
ち

住宅環境の充実

住まいに関する情報提供
の推進

予算科目
会計 款 項 目 事業

移住・定住対策事業 基本事業名
一般 8 5 1 1051

総
合
計
画
体
系

1

3

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標)

18,000
財
源
内
訳

国庫支出金 66,12618,000

県支出金

地方債

その他 その他

地方債

一般財源 91,612

42,645 事業費計 157,738

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

旅費 需用費 役務費 委託料 合　　計

△ 174

事　業　費 0 0 14,658 42,645 42,645

使用料及び
賃借料

負担金、補助
及び交付金

△ 153 △ 34,200

一般財源

合　　計

△ 80 △ 1,479 △ 186 △ 36,272

△ 13,749 △ 20,000 △ 36,272△ 2,523

その他 一般財源

旅費（特別旅費）、使用料及び賃借料（会場借上料）
　　ふるさと回帰フェア（東京）　未開催による減
役務費（広告料）
　　西日本新聞広告　予定２回→実施２回　※うち１回無料による減
　　佐賀新聞広告　   予定２回→実施２回　※入札減
負担金、補助及び交付金（住宅取得奨励金）
　　新築・建売　　95件想定→25件申請見込
　　中古・空き家　 ５件想定→15件申請見込
　　子育て、三世代等加算　　述べ170件想定→延べ13件申請見込

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金

新築住宅 50歳未満（申請者又は
配偶者のいずれか）

転入者
300

100（限度200） 100 100 700

建売住宅 転居者 100 100 500

中古住宅
（空き家含む）

65歳未満（申請者又は
配偶者のいずれか）

転入者
300

100（限度200） 100 200 800

転居者 100 200 600
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

【補正内容】　

平成28年度事業費は、平成27年度からの繰越額97,503千円を含み、平成29年度
への繰越予定額111,700千円を含まない

自然と共生する快適で安
全・安心なまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水道の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 公共下水道事業（小城処理区） 総
合
計
画
体
系

政策名 2

法令根拠 下水道法

事業期間
平成24 平成42

小城処理区事業費 基本事業名 1
地域条件に応じた下水道
整備の推進下水 1 2 2 308

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　家庭や事業所から排出される汚水を浄化することで公共水域の水質保全を図ると共に、水洗トイレの設置により衛生的で
快適な生活環境を創出するため下水道を整備する。

【内容】
　公共下水道事業により社会資本整備総合交付金の計画に基づき、323ｈaを整備する。
　小城処理区の汚水は、仁俣中継ポンプ場を経て三日月浄化センター・牛津浄化センターへ送水する計画である。

【事業費の負担割合】
　国 50％　市 50％

平成28年度まで
・仁俣中継ポンプ場：全体計画送水能力 7.57㎥/分（送水ポンプ５台）のうち、送水能力 2.95㎥/分（送水ポンプ２台、１台
予備）を整備
・全体計画処理面積 323ｈａのうち 21.2ｈａ整備

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

116,500 107,500
財
源
内
訳

国庫支出金 4,441,000

県支出金

国庫支出金 389,377 352,051 267,100 286,450

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標)

2,494 その他 343,000

県支出金 12,4089,210 3,198

地方債 377,000 347,400 272,598 283,987 122,500 113,000 地方債 4,481,000

9,565,000

一般財源 61,164 77,726 34,506 4,397 28,557 26,406 一般財源 287,592

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

工事請負費 備品購入費 積立金

事　業　費 844,949 783,514 612,065 629,509 270,260 249,400 事業費計

その他 17,408 6,337 28,651 51,477 2,703

合　　計

3,000 △ 43 1,298 4,255

・幹線管渠（小城駅付近）工事で土質（礫径）による工法変更等の増
・備品購入費の確定による減
・減債基金積立金の確定による増

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

合　　計

800 1,298 △ 950 137 2,970 4,255

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

※

【補正内容】　

平成28年度事業費は、大規模改造による給食配食の変更に伴う備品等の購入費
（９月補正計上。予算科目：款10・項６・目３・事業185 牛津小学校給食費）を含む
平成28年度事業費は、平成27年度からの繰越額103,028千円を含み、平成29年
度への繰越予定額392,074千円を含まない

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
幼児教育・学校教育の充
実

新規事業 既存事業

事務事業名 牛津小学校施設大規模改造事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4

法令根拠 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律、学校教育法施行規則、小学校設置基準

事業期間
平成26 平成30

小学校施設大規模改造事
業

基本事業名 9 学校施設の整備充実
一般 10 2 3 1012

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　経年により通常発生する学校建築物の損耗、機能低下に対する復旧措置及び建物の用途変更に伴う改装等の大規模
改造を行い、教育環境の改善を図り、合わせて建物の耐久性の向上を図る。

【内容】
平成26年度　牛津小学校（校舎棟、屋内運動場棟）大規模改造実施設計業務
平成28年度　仮設校舎建設、校舎南棟東側　大規模改造工事、給食用備品等購入
平成29年度　校舎北棟・中央棟・屋内運動場棟　大規模改造工事
平成30年度　校舎南棟西側　大規模改造工事、仮設校舎解体

校舎棟　延べ床面積　5,073㎡
屋内運動場棟　延べ床面積　1,115㎡
工事内容：屋上防水、外壁塗装、エレベーター設置、床改修、屋内塗装、トイレ改修、電気設備改修等

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

46,451
財
源
内
訳

国庫支出金 165,094

県支出金

国庫支出金 37,953 80,690

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標)

その他 10,000

県支出金

地方債 126,700 256,800 95,900 地方債 479,400

772,873

一般財源 8,583 1,363 34,653 54,655 19,125 一般財源 118,379

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

役務費 委託料 工事請負費

事　業　費 18,583 1,363 199,306 392,145 161,476 0 事業費計

その他 10,000

合　　計

△ 96 12,826 379,248 391,978

国の２次補正により平成29年度施工予定分が前倒しで採択されたことによる増額。
今回計上分は平成29年度に繰越して施工を行う。繰越予定額　392,074千円。

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

合　　計

71,888 256,700 63,390 391,978

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　

【目的】
　平成27年４月１日から子ども・子育て支援法が施行され、従来別々に行われていた保育所、認定こども園の保育園部分、
小規模保育施設等への財政支援の仕組みを共通化して、２号認定子ども及び３号認定子どもを対象に、施設型給付、地
域型保育給付費として給付する。
 
  ※２号認定子ども：満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前子ども
  ※３号認定子ども：満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前子ども

【内容】
　施設型・地域型保育給付見込み対象園66園（平成28年12月現在）

市内私立保育園
市内認定こども園（保育園部分）
市内小規模保育事業所等
広域保育園
広域認定こども園
広域小規模保育事業所等

平成27年度分追加交付（平成28年度12月補正分）
　　　　　　　　　　　　　　　　 補正額　130千円

 ４園
 ３園
 １園
36園
16園
 ６園

　たちばな保育園、さくら保育園、芦刈保育園、おひさま保育園
　小城ルーテルこども園、牛津ルーテルこども園、牛津こどもの森
　みどり保育園

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 1 子育て支援の充実

法令根拠 子ども・子育て支援法

事業期間
平成27

事業

事務事業の概要（目的、内容等）

新規事業 既存事業

事務事業名 子どものための保育給付等事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4

子どものための保育給付
等事業

基本事業名 1
地域における子育て支援
の充実一般 3 2 2 1032

予算科目
会計 款 項 目

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

407,000 407,000国庫支出金 314,412 349,079 359,011

203,500

その他 367,918 201,283 192,476 135,000

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標)

203,500 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

135,000 その他

地方債 地方債

157,206 174,539 179,505県支出金

24,357

258,500 258,500 一般財源

事　業　費 0 839,536 907,050 907,862

財
源
内
訳

一般財源 182,149 176,870

1,004,000 1,004,000 事業費計 0

扶助費補正事業費
の内訳

（単位：千円）

17,098 △ 511 24,357

・施設型給付、地域型給付費（２・３号）
　人事院勧告（平成28年８月８日勧告）を踏まえ、保育士の処遇改善のための公定価格の改正（平成28年４月１日遡及適
用）が見込まれることによる増額

※公定価格…教育・保育、地域型保育に通常要する費用の額を勘案して国が定める基準により算定した費用の額

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

5,180 2,590

合　　計

24,357
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